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９月議会報告 
　会期：８月29日から９月22日（２５日間）	


主な議案	


①一般会計補正予算（Ｈ２９年）	


②再生可能エネルギー発電設備設置条例の

改正	


③一般会計決算・特別会計決算（Ｈ２８年度）	


請願１号「農業者戸別補償制度の復活
を求める意見書」の採択を求め討論 

日本の食料自給率は、１９６５年度には７

３％。その後下がり続け、２０１０年度３９％

と低迷。２０１６年度の３８％は、米の凶作

でタイ米を緊急輸入した１９９３年度の３

７％次ぐ史上２番目の低さです。	


　 各国の食料自給率は、アメリカ１３０％、

ドイツ９５％、英国６３％などとなっており、

日本は先進国中で最低水準です。基礎

食料である穀物食料である穀物の日本の

自給率は２８％に過ぎません。足利市の総

農家数は１９８７戸、２５年前の４５０３戸で

半数以上の２５１６戸の農家が離農し、毎

年１００戸以上の農家が離農していること

になります。今、稲作農家が最も望んでい

る農業政策が「農業者戸別所得補償制

度」です。このような制度が再度できれば、

地域の活性化や地域経済への波及効果

も生じてきます。さらに農業後継者や就農

者の確保や育成への明るい展望も開けま

す。以上のことから、意見書の採択を求め

ました。 

意見書「道路整備に係る補助率等の
嵩上げ措置の継続を求める意見書」
の採択に反対 

道路特定財源制度は、１９５３年に始まり、２０

０７年に道路特定財源はすべて一般財源化。

ところが「道路財特法」の規定により、地域高

規格道路や交付金事業の補助率の嵩上げ

（５０％→５５％）が１０年間の時限措置として

２０１７年度までとなっています。住民が地方

自治体に求めている事業は、高速道路や幹

線道路ではなく、生活道路、通学路、集中豪

雨などによる道路の冠水対策などです。生活

密着型の道路優先に改めることが防災対策

にも呼応できます。以上のことから意見書の

採択に反対しました。	


①足利市一般会計補正予算（第２号）は、

平成２８年度の決算で余剰金となった６

億５０００万円と寄付金を財政調整基金

に追加し、７億５０００万円を足利市公共

施設等整備基金に積立。市民の暮らし

を応援することを優先し、子どもの医療

費窓口無料化の対象年齢の引き上げ、

学童保育の施設整備、教育費の無償化

や集中豪雨の道路冠水対策などを優先

すべきです。	


積立より、子育て支援・災害対策を！ 

②足利市後期高齢者医療特別会計決

算は、年金が年額１８万円以下の高齢

者で、滞納者は２１０人。そのうち、保険

料を滞納しているために短期保険証の

方が１１０人（前年８３人）増え続けてい

ます。こうした制裁措置はやめるべきで

す。	


高齢者に正規保険証を発行せよ！ 

窓辺の琉球朝顔は10月になっても	

花を咲かせて、楽しませてくれました。	


５つの議案・決算認定に反対しました。	


平成２８年度決算審査	


〇は賛成　×は反対	




一般質問 

　 ③一般会計決算は、歳入は約５３０億
円、前年度比０．５％減、個人市民税は

１．６％増、差し押さえ件数は８２３件（国
保税含む）、内容は生命保険、不動産、

深刻なのは預貯金の給料差押えです。
給料の差押えは、国税徴収法などにふ
れる可能性があります。厳しい取り立て

はやめ、納税者の立場に立った対応が
求められます。法人税は、０．６％減と

なっています。１０年前の平成１８年と比
べると納税者数は３．６％減少する中、
個人市民税は１４．７％増額。法人数は

１０．３％減少し、法人税は３０．６％も減
となっています。市民の暮らし、会社経

営の困難さが推測できます。財政調整
基金は、４２億円で、１０年前は２５億円、
１７億円も増やしています。基金の合計

は、財政調整基金を合わせて１７６億７０
００万円です（特別会計含む）。１０年前

は、１１６億３４００万円余となっており、市
民の生活が大変な時に６０億円以上の
積み立てを行っています。市民の暮らし

応援の政治に切り替えるべきです。	


　預貯金の差押えは、やめよ！ 
　 ⑤介護保険特別会計決算は、滞納
者が１３００人、そのうち利用料の償還

払い、３割負担など厳しい利用制限を
受けている方がいます。国に改善を

求め、介護保険料が納められない人
には、減免制度をつくり、滞納者を減
らす努力が求められます。	


　④国民健康保険特別会計決算は歳
入歳出の差し引き残額は８億５０００万

円の黒字です。うち、４億５０００万円
を国保財政調整基金に積み立てまし

た。積立額は、２７億円。滞納世帯は
３７００世帯で、黒字会計でありながら、
国保税の課税限度額を４万円引き上

げ、81万円。すぐに基金を使って国
保税の引き下げを行うべきです。（Ｈ２

９年度予算は、限度額８万円引上げ８
９万円）	


厳しい利用制限をやめよ！ 急いで国保税の引き下げを！ 

1.環境政策について	

（１）ごみの減量と小俣処分場問題	


おぜき：足利市一般廃棄物処理基本

計画で、ごみ減量とともにＨ２８年のリサ
イクル率１３．５％をＨ３６年（２０２４年）
までに１８．２％に引き上げるとしている。

どのように資源化をすすめるのか。	

当局：市民の一層のご協力と新聞や雑

誌などは、集団回収で７割回収されて
いることから、集団回収を支援する。	

おぜき：事業系のごみ減量のために鎌

倉市が行っている事業所へのアンケー
ト調査を行う必要があるのではないか。	


当局：訪問、提案のアンケート、有効な
方法を減量化に向けて取り組む。	


おぜき：小俣処分場は、地権者と和解
協議の結果は、土地所有権の取得を

第一に考えることを提示して、双方検
討の余地あるということで、和解協議が
継続となった。今後どのように進めるの

か。	

当局：土地取得を第一に和解協議に臨

む。	


（２）産業廃棄物の最終処分場問題	


おぜき：本年６月１９日に株式会社ウィ
ズウェイストジャパンが小俣地区内に

一般廃棄物・産業廃棄物管理型最終
処分場の設置計画を県に提出。当市
として７月に現場の立ち合いを行って

いるが地域住民をはじめとする市民に
どのように対応していくのか。	


市長：適宜市議会や関係地域のみな
さんへ情報提供を行いたい。	


おぜき：市長は、住民への周知は、ど
のようにすすめるのか。	


議長：答えようがありません。民間の処
分場は民間が説明することですから、
市がかわって説明することできません

ので、市にどういう答弁を求めるのか。	


　議会を円滑に議論を進めるべき
議長が議員の質問を制止する発言
を繰り返しました。再質問で産廃

場にどう対応するのかに対して、
副市長は、まともに答えず、従来

の裁判に至った経緯を正当化しま
した。	


渡良瀬川で行われた灯籠流し	

美ヶ原高原で牛の放牧地前にて	


        副市長答弁の抜粋	


　足利市は、どうして小俣処分場の	

地主を相手取って裁判を起こしたか。	


それは、隣に同じ地主と同じところに	

大型の最終処分場ができる。何とし

ても小俣をごみの山にするわけには
ゆかない。だからこの人と話し合い
はできない。小俣処分場は、裁判を

やってでもきちんと市民の安心した
処分場を確保したい。	


市が説明会を開催	


小俣処分場の和解協議不成立！	


　 9月議会で「和解協議を全力で取り組
む」と市長が言っている時に「地主とは、

話ができない」と副市長が答弁。１１月６日
に行われた和解協議は、地権者に土地

取得費用を提案しましたが成立しません
でした。市民を代表する責任者としての今
後の対応が問われます。	


　 産業廃棄物処分場について、地
元自治会の要請で、粟谷町（11月
12日開催）、葉鹿町彦谷、小俣町城
山の３ヶ所で市の説明会が開催さ

れました。説明は、当局、副市長が
説明。産業廃棄物問題については
対象地域だけでなく全市的な対応

が求められます。	


　　　小俣処分場問題の経過 
・H25年6月	

　地権者から足利市に対し、湧き水対策、賃	


　借地の範囲、測量費などの負担を求める内	

　容証明を送付（議会に報告なし）　	


・H26年6月：足利市は、宇都宮地裁足利支部	

　に調停申立	

　申立内容：土地賃借契約更新に伴う権利	


　関係の調整（賃借権の範囲）	

・H26年8月：同地裁に小俣処分場に焼却灰	


　の埋立を求める仮処分の申立	

・H26年8月31日：契約期限切れとなる。	

・H26年9月：同支部に賃借権等の訴訟を提起。	


　調停申立取り下げ、仮処分決定　　　　　　　	

・H26年10月：地権者が宇都宮地裁に埋立の	


　仮処分保全異議申立	

・H27年3月：同地裁で仮処分取消、埋立不可	

・H27年3月：足利市が東京高裁に保全抗告申	


　立、棄却される（H28年4月）	

上記の経過により、小俣処分場に埋立ができ

なくなり、焼却灰の処分を市外業者に依頼。市
長は、H29年6月の同地裁の意見陳述で「湧き
水対策、測量費について、市側の対応が不十

分」と謝罪し、地権者が和解協議に応ずるとし
ていました。	

＊市外への埋め立て費用（３年間）は７億円以上。	

　　埋立場所も明らかにしていない。	



